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  本稿では、 まず第 1 章において、 アメリカ外交の諸潮流の中でオバマ外交を位置づける。
第 2 章では、2009 年秋口頃までのオバマ外交を、アジアを中心に分析する。第 3 章では、
政権初期のオバマ外交をヨーロッパとの関係を重視して説明する。 次いで第 4 章では、 2010
年 4 月までに展開されたオバマ外交を総括する。最後に、第 5 章において、鳩山内閣成立
以降の日米関係について簡単に触れたい。 
 
第 1 章    アメリカ外交の諸潮流の中のオバマ外交 
1.  アメリカ外交の諸潮流 











(1)  民主党左派・反戦派 
(2)  民主党穏健派 
(3)  リベラル・ホーク 
(4)  共和党穏健派 
(5)  共和党保守強硬派 3 
 
(6)  新保守主義者 
(7)  共和党系孤立主義者 
(8)  共和党系宗教保守派 
 























































入りといえる政治家は、 ジョゼフ・リーバーマン(Joseph I. Lieberman)らに限定されるが、
ボスニアやコソボへの介入を支持し、 さらに 2002 年に対イラク武力行使容認決議に賛成し






























(Stephen M. Walt)(ハーヴァード大学らは、 イラク問題について即時撤退論を強く主張して

































(7)  共和党系孤立主義勢力 


























2.  オバマ外交チームの基本的性格 








































第 2 章    オバマ政権とアジア—2009 年 1 月から 10 月までを中心に 
1.  政策の優先順位 
  オバマ政権は経済危機に最中に発足した。その最優先政策が経済再建であるのは当然で
あろう。2009 年 2 月には早々と 7870 億ドルに上る景気刺激策を成立させ、金融制度の安
定化策に着手、また GM の破綻処理と再建に関しても決断を下した。09 年夏には、景気対
策以外の複数の大型政治案件に同時並行的に着手した。環境・エネルギー法案の議会通過
を目指し(下院は通過)、また皆保険化を目指して国民健康保険制度の抜本的改革にも取り組












































2.  東アジアの重要性 














































1970 年代から 90 年代半ばにかけて、日米間に恒常的に深刻な貿易問題が存在しており、
それは現在でも皆無ではないが、もはやそれほど深刻ではなくなった。アメリカにとって
の貿易問題は、むしろ中国との問題となっている。 
















4.  民主党政権は中国寄りか? 









  そもそも 1990 年代半ばまでは、日米関係は、慢性的な通商問題によってつねに影の部分





















  ただし、1996 年の日米安全保障宣言のように、両国関係の強化に貢献する行動があった
ことも忘れてはならない。 






























































































国間関係での力学が働くことになる。実際、オバマ政権の対中政策も、わずか 1 年 4 カ月
の間に、かなりの変動を示すことになった。 
 
5.  オバマ外交の特徴 

































































































  なお、アフガニスタンに対しては、その後、09 年 12 月初めに、オバマ政権は再度、3









































第 3 章    オバマ外交とヨーロッパ—2009 年前半を中心に 
1.  はじめに 












































vii。 ただし、 興味深いことに、 ここで、 アメリカとの相違を際立たせたサルコジ大統領は、
この後の NATO 会合では、違った役割を演ずることになる。 20 
 
 
3.  アメリカ:  高まる反戦感情 




新の調査では、賛成が 47%、反対が 51%であった。 






ら 56%の間、反対は 39%から 47%の間を行き来しており、いわば膠着状態にある。 
 
CNN とオピニオン・リサーチ・コーポレーションによる共同世論調査 
( Feb. 18-19, 2009).( N=1,046 adults nationwide.) 
         .
"Do you favor or oppose the U.S. war in Afghanistan?" 
         .
   Favor  Oppose  Unsure   .
   %  %  %    .
  2/18-19/09  47  51  2   .
  12/1-2/08  52  46  2   .
  7/27-29/08  46  52  2   .
  1/19-21/07  44  52  4   .
  9/22-24/06  50  48  2   .
         .
"Do you think the United States is winning or not winning the war in Afghanistan?" 
         .
   Winning  Not Winning  Unsure   .
   %  %  %    .
  2/18-19/09  31  64  5   .
  12/1-2/08  36  60  4   .
         .
"Do you think the United States can or cannot win the war in Afghanistan?" 
         .
   Can  Cannot  Unsure   .
   %  %  %    .
  2/18-19/09  62  35  3   .21 
 
         .
"Regardless of how you feel about the war in Afghanistan in general, do you favor or oppose President 
Obama's plan to send about 17,000 more U.S. troops to Afghanistan in an attempt to stabilize the situation 
there?" 
         .
   Favor  Oppose  Unsure   .
   %  %  %    .
  2/18-19/09  63  36  1    
http://www.pollingreport.com/afghan.htm 
 




2001 年秋からすでに 7 年以上経過しているにもかかわらず、情勢は改善するどころかむし
ろ悪化が伝えられている。国民の間の厭戦気分は相当強まっている。 
それに対して、オバマ大統領は就任早々に 17,000 人の増派を決定した。この決定に対し










  なお約 1 年後、2010 年 3-4 月の世論調査を見る限りでは、CNN とオピニオン・リサー
チ・コーポレーションの調査では、アフガニスタン戦争に賛成が 48%、反対が 49%、この
問題でのオバマ大統領の対応について、支持する 55%、支持しない 42%となっている。昨




4.  ストラスブール:  オバマ大統領と NATO 
このようにテロとの戦いの本家本元において、それに対する懐疑が広がっている状況で、










リスマとして見る雰囲気すらある。 にもかかわらず、 G-20 に引き続き NATO 首脳会合でも、
オバマ大統領は、基本的には狙い通りの成果を上げることはできなかった。 
北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）の創設６０周年を記念し、フランスとドイツの共催で開





























5.  ストラスブールその 2:  米欧の違い 
  アメリカとヨーロッパ諸国の政策の違いの原因は何であろうか。これは容易に答えられ
る問いではないが、ここでは敢えて三点に絞ってみたい。 
一つは、アフガニスタンをどう見るかについての認識の不一致である。NATO は 9-11 事






































6.  東京:  日本での日米関係の見方 












































































































10.  プラハ:  再びオバマについて 



























第 4 章    変容過程にあるオバマ政権—その内政と外交---2010 年 5 月における評価 
1.  内政 28 
 
1)  健康保険改革の成立—民主党議員にとっての意味 




























































































3)  政権の巻き返し 


























2.  外交 






















































同盟国である NATO 諸国との関係でも明らかであった。すでにみたように、09 年の春、オ
バマ大統領はヨーロッパ諸国を歴訪し、大型の景気刺激策とアフガニスタンでのより多く
の貢献を求めたが、成果は乏しかった。 







































上級顧問(Senior Adviser on Innovation)に任命している。ロスはとくにインターネットの
活用を重視している。 
クリントン国務長官が 2010 年 1 月 21 日に行ったインターネットの自由に関する演説も




ちなみに、ロスと NDN 会長のローゼンバーグは以前からの協力者である。最近も NDN
はロスを招聘して講演会を実施しているxviii(ちなみに、 藤崎一郎駐米大使も 4 月 7 日にここ
で講演している)。民主党の中核部分のネットワークが、このようなところから一部見えて
くる。 




























3)  外交での成果  






















んど大きな役割を果たさないであろう。しかしながら、少なくとも 2009 年 2 月に成立した
大型景気刺激策、国民健康保険改革、そして米ロ核軍縮の 3 つは、2012 年の大統領選挙で
オバマ大統領が自らの実績として誇る成果となろう。オバマ大統領は物事を成し遂げるこ




































2010 年４月 15 日付『ニューヨーク・タイムズ』は、オバマ政権においては、カーター
やクリントンら民主党の元大統領が実践した人権に焦点をあてた外交が、リアル・ポリテ
ィークに取って代わられた、と論評したxix。 



































第 5 章    オバマ政権と鳩山内閣 







































































  ちなみに、日米の同盟関係は、ある意味で、冷戦期よりも 9-11 テロ事件後、潜在的では
あるが深刻な問題を抱えるようになったといえる。 
すなわち、冷戦時代には、現実に米国がソ連に攻撃されることは考えづらかった。極端








  ここで、 「対等」の意味についても、少しばかり考えてみたい。 
  軍事力でも経済力でも、アメリカの方が圧倒的に強力であるため、このような意味では
日米間の対等は実現しがたい。しかし、主権国家として日米は対等であり、安保条約も申
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